
 

Evaluation of Hysteretic Characteristics and Structural Damage of 
a High-rise Building Specimen Using Ordinary Accelerographs 

HIRATA Yuki, TOBITA Jun,
FUKUWA Nobuo and NAGAE Takuya

 

一般的な強震計を用いた高層建物試験体の層の履歴特性の推定と損傷評価 
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1. 序論 

南海トラフ等の大規模地震では、長周期地震動により多数

の高層建物が被害を受ける可能性がある。地震後には、地震

による応答や損傷を速やかに把握し、再使用の可否や補修の

判断を行う必要がある。しかし、その判断ができるのは専門技

術者に限られ、特に鋼構造では構造部材が内装材や耐火被

覆に覆われているため、明確な残留変形がなければ損傷の評

価が難しい。固有振動数(建物の全体剛性)の変化に基づく損

傷の程度や有無の評価も可能であるが、破断等の重大な構造

損傷に対してもその変化量が小さいことや損傷層の特定が難

しいこと等 1)の問題もある。 
そこで本論では、従来の建物全体の振動特性(固有振動数

等)の評価に加えて、E-ディフェンス実験 2),3)で実際に構造部材

の破断等の損傷を生じた鋼構造の高層建物試験体について、

ごく一般的なスタンドアロン強震計による加速度記録のみから

履歴特性を求めることで、損傷層の特定やその程度、時刻等

の同定を試みた。 
2. 実験と計測の概要 

2.1 試験体の概要 

 試験体の概要及び使用した 3 種の強震計の設置位置を図 1
に示す。試験体は 1970 年代の代表的な高層建物を想定して、

鋼構造・地上 21 階・高さ 80m 建物が再現された。ただし、第 5
層～21 層は 5 層ずつ縮約が行われた 2) 。無損傷時の試験体

のホワイトノイズ加震時の振動特性は、1 次固有振動数 0.42Hz、

減衰定数 2.5%である。 
2.2 計測機材と観測体制 

本論の計測で使用した強震計は、①普及型強震計(サーボ

加速度計)、②機器更新により廃棄された旧型地震計(サーボ

加速度計)、③小型・廉価型強震計(半導体センサ加速度計)で、

いずれも単独の筐体にセンサ・収録部・電源などを収め、連

動・時刻同期はしていない。これらは一般的な性能でコスト面

に優れ、配線が最小限のため大規模な高層建物でも建設時・

竣工後を問わず設置が容易なメリットがある。本論では主に、

①普及型強震計の記録を分析し、一部比較のため③廉価型

強震計の記録を用いた。 
2.3 加震・計測スケジュール 

 加震実験は 2009/9/14～10/2 の間、計 8 日間行われた。加震

入力として、東海・東南海地震を想定した名古屋の地震動(三
の丸波)、エルセントロ波などが用いられ、これらの加震前後に

試験体の基本特性を検討するためのホワイトノイズ加震が行わ

れた。本論では、顕著な構造損傷を生じた 10/2 の加震ケース

を主として取り扱う。表 1 に加震・計測スケジュール及び各加振

の加振記号を示す。表 1 の 10/2 の加震では、試験体に破断が

発生するまで三の丸波加震が繰り返し行われた。三の丸波

rec807(2 方向加震)で桁行方向の第 1 層柱頭に 1 箇所、第 2
層柱頭に 6 箇所、全て梁フランジ溶接部周辺で破断が生じた。

次に三の丸波を張間方向のみで 2 度加震した結果、張間方向

についても第 3・4 層の柱頭に各 2 箇所、梁フランジ溶接部周

辺の破断・損傷を生じた。 
3. 加速度記録による層の弾塑性履歴ループの評価 

3.1 時刻同期の手順 

本論の計測では地震計間の時刻同期は行っておらず、記

録の相互の時刻ずれを補正した。手順は以下のとおりである。

①各強震計の上下動成分に対して、試験体の水平方向1 次・2
次固有振動数を避け、かつ基準点（1 階）と各点との伝達関数

の位相に乱れが少なく、同振幅も 1 付近で安定した周波数帯

域でバンドパスフィルタを掛けた。②基準点の記録との相互相

関関数から各地点の時間ずれを求めて補正した。③補正後の

記録で基準点との伝達関数を求め、固有振動数以外の周波

数帯域で位相の傾き（直線位相）がある場合は補正を加えた。 
3.2 加速度記録による履歴ループの計算法 

 上記の方法で時刻同期を行った i 階と i+1 階の加速度応答

ai(t)、ai+1(t)を用い、下式から i 層の層間変形 xi(t)を求めた。積

分は FFT により行い、0.1Hz 以下の成分はカットした。 
                    (1) 

さらに、各階の質量 mi を用いて i 層の層せん断力を i+1 階より

上の慣性力の和として下式のように求めた。 
                    (2) 
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表1 加振・計測スケジュール

加振地震波 記号
ホワイトノイズ rec802
三の丸波80% rec803
ホワイトノイズ rec804
三の丸波100% rec805
ホワイトノイズ rec806
三の丸波100% rec807
ホワイトノイズ rec808

三の丸波100%(NSのみ) rec809
ホワイトノイズ rec810

三の丸波100%(NSのみ) rec811
ホワイトノイズ rec812

2009.10.2
補強：無し

加振地震波 記号
ホワイトノイズ rec802
三の丸波80% rec803
ホワイトノイズ rec804
三の丸波100% rec805
ホワイトノイズ rec806
三の丸波100% rec807
ホワイトノイズ rec808

三の丸波100%(NSのみ) rec809
ホワイトノイズ rec810

三の丸波100%(NSのみ) rec811
ホワイトノイズ rec812

2009.10.2
補強：無し
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図1 試験体概要

図2 強震計及び変位計による層間変形を用いた
履歴ループの比較（三の丸波rec805、桁行）
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3.3 加速度記録に基づく層間変形の精度検討 

強震計記録及び変位計記録から求めた層間変形角を用い

た、層の弾塑性履歴ループの比較を図 2 に示す。比較のため、

縦軸の層せん断力は加速度記録から推定した同じ値を用いた。

図 2 より、層間変形の値に多少の差があるが、層の復元力特性

を十分に表現できており、損傷による層剛性の変化も定量的に

評価可能であると考えられる。この際、加速度記録の積分を行

う際のローカットフィルタの影響も検討した（図は省略）。長周期

ノイズ、三の丸波の卓越周期及び試験体の固有振動数も考慮

して 0.1Hz とした。 
4. 層の弾塑性履歴ループの変化による構造損傷の評価 

4.1 層の損傷同定 

 三の丸波 2 方向加震 rec807 により桁行方向に顕著な損傷を

受けた第 2 層について、その前後のホワイトノイズ加震を含め

た rec806～rec808 の履歴ループを図 3 に示す。損傷した

rec807 では応答の途中で剛性の変化が確認され、その前後の

ホワイトノイズ加震では約 35%の剛性低下が確認できる。固有

振動数の低下が約 5%であった 1)のに対して、履歴ループを用

いることで明確に損傷した層とその程度を評価できることが分

かる。また、rec807 の履歴ループの一部を 2 秒毎に描いたもの

を図 4 に示す。図 4 より、層の損傷により層剛性に明確な変化

が生じた時刻まで十分特定できることが分かる。 
 次に、廉価型強震計による損傷評価精度についても検討す

る。図 5 に普及型強震計及び廉価型強震計に基づく履歴ルー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

プの比較を示す。廉価型強震計によるループにおいても損傷

による剛性の変化は十分に確認することができる。ただし、普

及型強震計のループに比べ、乱れが生じており最大層間変形

が 10%程度異なる。 
4.2 半ループ毎の層剛性の変化 

損傷による層剛性の低下を詳細に検討するため、半ループ

毎に層間変形の極大・極小値を求め、その時刻の層せん断力

との比で等価剛性を求めた。図6に三の丸波rec807加震時の

半ループ毎の等価剛性の時刻歴を示す。図6より、損傷のあっ

た1～3層において、110sec付近で顕著な剛性低下が見られ、2
層で35%程度、1・3層で20%程度の剛性の低下が確認できる。 
5. 結論 

本論では、ごく一般的な強震計の加速度記録から層の弾塑

性履歴特性を求め、被害の程度に応じた層剛性や履歴特性

の変化、損傷発生時刻までを十分検出できることを示した。固

有周期やモード形等の建物全体の振動特性変化に比べ、損

傷階の検出が容易となる。本論では全層で計測を行ったが、

実際的には、損傷の可能性が高い層を中心に集中的に計測

し、固有振動数等のモニタリング体制と組み合わせることで、よ

り効果的な損傷評価が可能となると考えられる。 
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図3 履歴ループの比較（rec806~rec808、rec807で破断、第2層桁行）

図4 2秒毎の履歴ループ（三の丸波rec807、第2層桁行）

図5 普及型及び廉価型強震計による履歴ループの比較
（三の丸波rec807、第2層桁行）

図6 層剛性の変化（三の丸波rec807）
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